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介護保険制度の導入前後 における市町村の介護サー ビスに関する研究

慶晦義塾大学医学部衛生学公衆衛生学教電

　　　　 (指導:大 前和泰教授)

　 　 　 　 　 ニ　　　いけ　　　そう　　　いも

　　　　　小　池　創　一

(平成16年7月5日 受付)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ABSTRACT

Long-term　 care　 services　 for　the　 elderly　 in　municipalities　 before　 and

　 　 　 　 after　 the　 introduction　 o[Long-term　 Care　 Insurance

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 &9'欲fκo'セ

Department　 of　Preventive　 Medicine　 and　 Public　 Health,　 School　 of　Medicine.　 Keio　 University

The　 purpose　 of　 this　 study　 was　 to　 compare　 the　 long-term　 care　 services　 in　 municipalities　 before　 and　 after　 the

introduction　 of　 Long・tem　 Care【nsurance[or　 the　 elderly(LTCII　 in　 April　 2000,　 Questionnaires　 were　 sent　 to

aU　 municipa正ides　 inJapan　 in　November　 1999(before　 the　 introduction　 of　 LTCI)and　 in　2001{after　 the　 intro・

duction　 of　 LTCI).　 The　 questions　 included　 the　 level　 of　 care　 needed　 for　 the　 elderly,　 the　 type　 of　 service(home

or　 institution-based],　 and　 other　 factors　 related　 to　 the　 implementation　 of　 LTCI.　 Two　 hundred　 and　 sixty-five

municipalities　 responded　 to　 both　 questionnaires　 were　 analyzed　 in　 this　 study.　 The　 proportion　 of　 elderly

who　 needed　 care,　 the　 pmportion　 of　 elderly　 at　 care　 need　 leve且5,　 and　 the　 average　 care・need　 level　 among　 cer・

tified　 increased　 and　 became　 less　 variable　 afterthe　 introduction　 of　 LTCl,　 In　 addition,　 there　 was　 a　higher　 cor・

relation　 between　 the　 proportion　 of　 elderly　 who　 needed　 care　 and　 the　 number　 of　 beds　 for　 long-term　 care　 per

elderly　 population　 after　 the　 introduction　 of　 LTCI.　 The　 standardization　 of　 eligibility　 criteria　 and　 the

changes　 in　the　 financing　 system　 for　 care　 for　 the　 elderly　 served　 as　 background　 of　 these　 changes.　 These　 find-

ings　 demonstrate　 that　 the　 introduction　 of　 LTC]had　 a　significant　 impact　 on　 care　 for　 the　 e】derly　 in　 munici・

palities　 in　 Japan.

Key　 b-obs:Long・term　 Care　 Insurance(or　 the　elder】y,　 certification　 of　CBfC　 needs,　 service,　 municipa且ities

　平成12年 に導入された介護保険制度 も既に第2期 に

入り,制 度導入の効果や影響について分析することも可

能 となってきた.近 藤 らは,平 成11年 から=FWt　13　fF

の3年 間にわたり全国の全市町村および特別区に対 して

質問票調査を実施 し,市 区町村の保健 。福祉サービスの

時系列変化を明 らかにしてきた　 .,が,本 研究では,さ

らにこの研究を進めて,介 護保険導入pal後の平成11年

と平成13年 の双方に回答 した市町村を対象として,要

介謹認定状況の変化とその特徴などについて明 らかにす

ることを目的として.利 用可能なデータを用いて探求的

に解析を行った.

研究方法

　質問票は,平 成ii年 および平成13年 の11月 に全国

の全市区町村の介護保険担当者に郵送で送付 し,郵 送で

回収を行った.両 年とも調査票は6ペ ージで,人 ロ,マ

ンパワー,介 護保険の準備状況(実 施状況)に 関する幅
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広い項 目に関 し,平 成11年 は16項 目,十uk　 13年 は

19項 目について調査を行った,回 答市区町村数と回収

率は,平 成11年 が1.097市 区町村(323市12区sia

町148村)で 回収率33.7%,平 成13年 調査が1.452

市区町村(439市16区800町197村)で 回収率44.6

%で あった.平 成11隼 と平成13年 の両鋲 とも回答 し

たのは636市 区町村(242市10区306町78村)で あ

り,こ のうち,両 年とも要介護度の紀載がある265市

町村(80市,142町,43村,全 市区町村に対する割合

8.1%)を 本研究の分析対象とした.

　分析にあたっては,調 査票から市町村ごと(介 護保険

を広域で実施している場合にっいては,当 該市町村分の

み)の 要介護度別要介獲者数(平 成 且1年io月 且日現

在,平 成13年9月30日 現在:在 宅,施 設入所別),介

護保険料(平 成13年 度第 レ号被保険者の保険料基準額

(月額)),衛 生費,民 生費,一 般歳出(以 上3項 目は平

成10年 度予算総額),介 護老人福祉施設待機者数(平

成io年 度末:平 成13年9月30日 現在),介 護保険業

務専従戦員数(平 成10隼 度末:職 種,勤 務形態の別を

問わず,勤 務時間内に介護保険関速業務のみに従事する

職員数),老 人禰祉施設入所者数,老 人保健施設入所者

数(以 上2項 目は,そ れぞれ平成LO年 度末,平 成12

年度末)を 用いた.総 人ロ,老 年人[1(65歳 以上人ロ),

老年人口割合にっいrは,平 成12年 の国勢調査結果Sl

一般病床および療養型医療施設(医 療型を含む)の 病床

数について は,平 成ii年61,平 成13年nの 医療施設調

査桔果(各 年 とも10月1日 現在)を 用いた.以 上のよ

うに,調 査時点は項目別に異なっているものの,便 宜上,

以下,平 成10年 度末から平成H年10月1日 までのデー

タは平成11年,平 成L2年 度末か ら平b1`c　13年10月1

日までのデータは平成13年 と表記するζととした.

　 介護老人福祉施設入居者1人 あたり介護老人福祉施設

待機者数を単位介護老人福祉施設入居者あたり待機者数,

老年人口千人あたり介誕保険業務専従職員数を単位老年

人口あたり介護保険業務専従職員数,老 年人口千人あた

り施設入居者数または病床数を,単 位老年人口あたり施

設入居者数または病床数として用いた.

　 また,本 研究では市町村の要介護忽定状況の指標の一

っとして,要 支援を0,要 介漉1～5を それぞれ1～5

にスコア化し平均値を求めた平均要介護度を用いた.要

介謹度自体は,巡 続 した殖をとるものではないが,要 介

護1か ら要介護5が 要介護認定等基準時間を20分 間で

等間隔に設定 している81ものであることを踏まえ,こ の

ような指標を用いた.

　 調査票の設計上,要 介護認定を受けている者のうち,

特定疾患 によ り要介護者 とな っている65歳 未満 の者 は

除外 で きて いない.し か しなが ら,全 国 デー タ91か らは

特定疾 患 によ り要介護 者 とな って いる者 の割合 は0.且%

と極めて少 ないことか ら,分 折へ の影響 は無 撹 しうる も

の として扱 った.

　 統計分析 には,SPSS　 Japan#):のSPSS[or　 Windows

Ver.10.01を 使 用 した.分 析 したデ ー タの分 布に は正 規

性が ないた め,相 関 係数 にっ いてはSpearmanの 順 位

相関,群 間 の平均 値 の比 較 は,関 速2群 につ い て は

Wilcoxonの 符 号付順(.r.和検 定 を,独 立2群 につ いては

Mann・Whitney検 定 を,独 立3群 以 上 に つ い て は

Kruskal　 Wallis検 定 を使用 した.市 町村人 口を5群 に

分 けて群間 の多重比 較 を行 う際 にはGames・Howell法

を 使用 した.

研究結果

且,分 析対 象とな った市町村の特徴

　 分折対象 とな った265市 町 村の総 人口,老 年 人 口割

合,介 護 保険料の平均 ± 標 準偏差 および範囲 は,そ れ

ぞ れ46,659ｱ83,802[885～485,878]人.21.3±5.90

[9.0一一39.4]%,2,756.9±414.3[1,533～3.84i]円 で あっ

た.

　 これ らの数 値を,全 国`〕'101およ び平成13年 調 査 に回

答 した1.,452市 区 町村 か ら265市 町 村 を除 い た1.187

市 区 町 村 と比較 した とこ ろ,老 年 人 口割 合 が全 国 の

24.L±7,2%,1,187市 区 町村の23.1±7.2%に 比 較 して

265市 町 村 は有意 に低か った(有 意水準5%)も の の,

総 人ロ,介 護保険料 に関 して は有意 な差 を認めなか った.

2.平 成11年 と平成13年 の要介護紐定状況(第1表,

第1～7図)

　平成n年 と平成13年 の要介護認定状況を第1表 に,

うち,平 成11隼 と平成13年 の要介護度別分布の変化

を在宅,施 設別にそれぞれ第:図,第2図 に示す.第i

表のすべての項目において,平 成11年 に比較 して平成

13年 は有意(有 意水巡5%)に 平均値が高くなってい

た.要 介護度別の分布をグラフで視覚化 した場合(第

1～2図)に も,在 宅,施 設 ともに平成13年 には要介

護度がより璽度の方に分布が変化 していることが確認さ

れた.

　老年人口に占める要介護巻割合,平 均要介護度.在 宅

および施投入所要介護者に占める要介護5割 合は,平 成

ii年 に対 し平成13年 の方が標準偏差は縮小 し(第1

表),そ の分布(第3～6図)は.平 成13隼 の方が全

一272一



小池:介 霞保険制度導入と介護サービスの変化

燭

繊

翻

一

卜
9:、

,　　 ..　 、

胃

爪 l
l

　 　 　 　 　 　 　 　 "P}.
、
、
、

2瓢σ覧　　 .一一

鯛

mm　 　曹劇

+sm

ioa

.a

　 「
'

¢
'

L

、

一
1

、

.　噛

　 、
　 　 巳

L___一._一 一 一.一 一一　　一

「　愈
_

0.a

　 　 　 聾a爆8　 　　　　卿介虚1　　　　 ■倉四2　 　　　 要介腫3　 　　　 璽脅岨4

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 卿 旧 ぼ
　 建1}"建11隼 鼠現観・屡皇6　 xaow+A+e日 ■10回匿薩儀駿鳳馳■■Gn固 纏儒費餌倉禽"
　 謹2,aaiHSa累 齢・躍皇分幽留4Q19零 α 介■口瞬罵鼠媛翼●鄭 鶴0,

翼介趨5

第1図 　要介護度別分布の変化(在 宅)

　注D平 成u隼 末現在,在 宅入所要介護者等207.664名,施 設入所要介護者等82.aa2名 に関

　　　 する厚生省調査=・結 果を参考笹として掲載,

　注2)平 成13年 度 累計(平 成13ff　 3月 サービス分か ら平成19$一2月 サービス分までの累計).

　 　　　18241.085名 に関する厚生労働省調査251結果を参考殖としてtai.

130

bP

MA

20佛鷹

罎
刷
臼肖例

■㎝

!T

an

○
'

ノ
一

s

　 '
'

♂
'

7
■

一

一

/一

一

一

一 一 一
　 　 一

　 　 '
　 　 '

ノ現『濠

」Lら
　 隔

　 　 馬　.

『

　 プ
噛
「「
: .

還＼

　 一

バ
/ .ノ

＼
　 .

'

….……

一 .……髭

.覧.
.

.:…=

・　　伽　　閣　　の　　r

一 ㌃.li.●

　 ノ….　●　　　
.

1.'F一一

　 '
　 '
4
♂

一 一

「 　,'

　 1'

『

聾!6辱 .nm 口nv 贋"●3 .nee ln90

ζ===コ 畢醸80卑

㎎ コ甲成聞卑
一◎ 一`9考 。畢取11年2国:童1}}

P■9㊥ 勾・甲霞13母窒四 控2},

聾介■口

第2図 要介霞度別分布の変化(施 投)

　往1)平 成11年 末現在,在 宅入所要介護者等207.664名,施 設入所要介護者等82,042名 に関

　　　 する厚生省調査2G,結果 を滲考値として掲載.

　注2)平 成13年10月 末現在,推 計介護保険施設入所者642964名 に関する母生労働省調査xi

　 　　 桔果を参考姐として掲載.

一273一



慶霞医学　81巻4号(平 成i6年12月)

100

go

3D

ro

@p

　
附

　
尋o

市
町
村
数

3●

is

a

一

　 　 　 .」 一一.一'一

一

『

.....

.一一.

..一. 一

.　}　 　　.」

.

窮
一

1 一 一

1

一

檜一

一 　　.:
　 　 「『 ■

一一　

..一

一

一

『 一

π 　 .

.一

一

一
■一

註:一
唱i

i≡

.1..

…{li

≦;

.=..一 　　ゴ

'i}一

肇
三層=

l

/l
:a

き　 e
iii

一 一 一
r;
卜　・「 』 　　　一 　　　一

o卜2図吊　　2』卜匡磯　　50一,£隔 ,∬昏【nom　 lOρ・12」隅12」トisoし 奪除17.隅175ロ2釦 隔2呼2鳩225磁05　 ㎜ 鯉

　 　 　 　皇琢人ロに占める要介暖窃嗣禽

ロ職 牌l
O$Rli$'.

第3図 　老年人口に占める要介護者劃合の市町村別分布

　注)区 分は上限を含み,下 限は含まない.

100

80

80

沁

oo

so
　

弱

吊
町

に
敷

鈎

w

0

0.au　 　　12-1:.4　 　 1,4一1,0　　 1.ai..B　 　 lB-Z.0 ｢a◎璽2.2　　"曜z4

甲内贋介艮度

o畢 賎豊峰

o甲 虞13隼

2,47Z6　 　 LO-LA　 　 28層3ρ 　　　3か32　 　　皿 阻

第4図 平均要介誕度の市町村別分布

　注)区 分は上限を含み,下 限は含まない.

一z7a一



小池:介 護保険制度導入と介護サービスの変化

脚

90

30

70

随

50

⑩

30

⑳

10

　

　

　

　

窃

町
村

敷

O

..
一 一

■

〒

　

.

}冒..

…

　 F

羅

　

}一 一 ≒i
雪

　 一
i:a.

一

一

一

a

一 一

1_

i…

ii

}i

,',1一

三i一 　 …1;
;誕

.,:,

iii
≡ii

一一

…l

iii
…斗

ii
一 一

i…ir ,i… r F 己…;…i　 。 ～
00駈　00・鳩253.磯50-7」 覧

ロ甲劇1零

ロ『膿13厚

75-　 109レ　 12か 　 15ゆ　 97か　 mo・　 us一 　 諺5か　 na　 3α0咽
is"　　　　1鳩 　　　　　1繊 　　　　　11鵠　　　　聞 　　　　　　㎜ 　　　　　　㎜ 　　　　　　n　r　　　㎜

　 　 窪電疑介囮智に占める聾介緩5闘臼

第5図 　在宅要介謹者に占める要介護5割 合の市町村別分布

　注)区 分は上限を含み,下 限は含まない.

90

30

η

50

55

40

m
町

村
融

30

20

10

0

m　 　　o-ss　 　s-ia　 　io-iss 15胃205xo一:es　 zs・30530P35覧3陥 ⑩ ・鱒5弱 閥鵬50・5腸55}園 鷹　50覧超

　 ㎜ 鵬疑介虚響に占める要介置5翻 禽

o甲 峨ll卑

回甲確13

第6図 　施設入所要介謳者に占める要介護5割 合の市町村別分布

　注)区 分は上限を含み,下 限は含まない.

一27b一



慶雁医学81巻4号(平 成16年is月)

70

魯D

5D

⑩
　

　

　
30

箭
町
揃
敷

釦

10

0

一

　 幽

噂

一 甲

・

「　 一 　 」.

i」

1…

」一

…

:i.
一

■ 一
,
}

一

卿 　哨 　　.L

一

「

一一

..,一

一..

一 『 　　;

n

一.

冒

と 男

fL 鴨

〒

`1」 r.,;
=5 i;

多

.1

「

/　 團　　　 一

A　 　　釦ル 　　025ト　　ロ聾 　　ago-
　 　 Wf-　 　… 　　0.i!覧　　1.α隔

1.い 　　12卜　　,50匿　 1.凋ト　　1.α卜　　22ひ 　　a5レ 　　Lt6●　 aoン
125　 　1償陽　　1.7舗　　2α臨　　2廊 　　9蟹隔　　a75覧　 測 鴎　　亀2隣

　 　 老卑人ロに占める翼介鼠5闘 禽

鎚ト　醐
3.5隔

膿 昌劉

第7図 　老年人ロに占める妻介獲5割 合の市町村別分布

　注)区 分は上限を含み,下 限は含まない.
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第2戎 　人口規横と介護保険実施伏況
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体として市町村格差が縮小する方向にあることが確認さ

れた.一 方,老 年人口に占める要介護5割 合では平成

11年 に対 し平成13年 の方が標準偏差は拡大(第1表)

し,そ の分布(第7図)は,平 成13年 の方が全体と し

て市町村格差が拡大する方向にあることが確認 された.

3.市 町村規模と介護保険制度運営の関係(第2表)

　　市町村人口規模別の特徴,お よび介誕保険運宮上の

最適人[1規 模について検討するため,市 町村人ロと各種

指標間のSpeamanの 順位帽関係数を算出するととも

に,人 ロ規模によって市町村を5群(人 口0^一4,999区

分,人 ロ5.000-9.999区 分,人 ロio.000～19.999区

分,人 口20,000～49.999区 分,人 口50,000～ 区分)

に分け,5群 間で各種指顧の平均値の比較を行った.

　市町材人ロと各種指標との間のSpearmanの 順位相

関係数において,有 意水準1%で 有意な項目を以下に示

す.衛 生費と民生費が一般歳出に占める割合,平 成ii

年および平成 ユ3年の単位老年人ロあたり一般病床数,

平成11隼 および平成13隼 の単位老年人口あたり療養

型医療施設病床数にっいて比較的強い正の相関が,平 成

13年 の単位老年人ロあたり介護老人保健施設入居者数.

平成11年 の単位介護老人福祉施設入居者あたり待機者

数について弱い正の相関が認め られた.ま た,老 年人口

割合にっいて強い負の相閲が,平 成11年 および平成 】3

年の単位老年人ロあたり介護老人福祉施設入居者数にっ

いて比較的弱い負の相関が,単 位老年人口あたり介謹保

険専従職員数にっいて弱 い負の相関が認められた.

　人ロ規模によって分頬 した5群 悶の平均俺を比較する

と,有 意水準1%で 有意差が認め られたのは,総 人口,

老年人口割合,平 成11年 の平均要介護度,平 成11年

の在宅要介護者に占める要介護5割 合,在 宅要介誕者に

占める要介護5割 合の平成11年 と平成 且3年の差,衛

生費と民生費の和が一般歳出に占める割合,介 護保険料,

平成 且1年と平成13隼 の単位老年人口あたり介護老人

禰祉施設入居者数,平 　 13年 の介護老人保健施設入居

者数,平 成11年 と平成13年 の単位老年人口あた り一

般病床数,平 成11隼 と平成13年 の単位老年人口あた

り療養型医療施設病床数であった.有 意水準5%で 有意

差が認められたのは,平 成13年 の老年人ロに占める要

介護者割合,単 位老年人ロあたり介護保険専従職員数,

平成ll年 の単位介護老人福祉施設入居者あたり待機者

数であった.

　 人ロ規模によって分類 した場合の各群の平均値を比較

すると,Kruskal　 Wallis検 定の結果からは,老 年人口

割合,単 位老年人ロあたり介護保険専従職員数,単 位老

年人口あたり介護老人福祉施設入居者数(平 成11年,

平成13年)に っいては,人 口規模が大きい群ほど小 さ

い傾向が認められた.一 方,衛 生費と民生質の和が一般

歳出に占める割合,平 成11年 の単位老年人口あたり一

般病床数,平 成13年 の単位老年人口あたり療養型医療

施設病床数にっいては,人 ロ規模が大きい群ほど大きい

傾向が認められた,

　人口2万 以上5万 未満の群において,平 成11年 の在

宅要介謹者に占める要介渡5割 合および平成11年 の単

位老年人口あたり療養型医療施設病床数については最 も

高 く,平 成13年 の老年人口に占める要介護者割合では

最 も低いという傾向が認められた.

　Games・Howe11法 による多重比較を行 ったところ,

いずれも有意水準5%で 衛生費と民生費の和が一般歳出

に 占 め る 割 合 で は 人 ロ0～4、999区 分,人 ロ

5,000～9,999区 分が他の区分に比較 して低 く,平 成11

年の平均要介謹度では人1]io,ooo～19.999区 分,人 ロ

20.000～49.999区 分 に比較 して人口0～9.999区 分が

低 く人ロ50,000～ 区分が高か った.平 破ii年 の在宅

要介誕者に占める要介誕5割 合では人口0^一4,999区 分

が人日5.000～9.999区 分,人 口10.000^一]9.999区 分,

人口20,000～49.999区 分に比較 して低 く,単 位老年人

ロあたり介護老人福祉施設入居者数(平 成11年,平 成

13年)で は人口20,000^一49,999区 分,人 口50.000～

区分が他の人口区分に比較 して低かった.平 成13年 の

単位老年人口あたり介護老人保健施設入居者数は人ロ

5,000～9,999区 分が他の人口区分に比較して低か った.

平成11年 単位 老年 人 【]あた り一般 病 床数 は人 ロ

20,000～49.999区 分,人 口50.000～ 区分が他の人ロ区

分に比較 して高か った.

4.施 設整備状況との関係(第3表)

　介護保険制度に関達する施設整備伏況と介護保険制度

の実施状況 との関係を検討するため,平 成ii年 の単位

老年人口あたり施設入居者数または病床数および平成

13年 の単位老年人口あたり施設入居者数または病床数

について,各 種指標との間のSpearmanの 順位相関係

数を算出 した.以 下に有意水準1%で 有意な項目を示す.

　平成11年 の単位老年人ロあたり介護老人福祉施設,

介護老人保健施設,療 養型医療施設(医 療型を含む)の

3施 設類型の入居者数 ・病床数の和(以 下,3施 設類型

の和)に 関 して,老 年人口に占める要介誕5割 合および

老年人ロに占める要介護者割合と弱い正の相関が認めら

れた.まr_.単 位老年人口あたり介護老人禰祉施設入居

者数に関 しては,老 年人口に占める要介趣5割 合に対 し
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第3表 　平成ll年 と平成13年 の介蔑施殺整備伏況と要介護認定状況とのSpearmanの 順位椙関係数

平成11年

単位老年人口あたり施設入居者 ・病床数

介護老人

褐祉施設

介護老人

保健施設

療 壁 型

医療施没

3施 設

頬型の和
一般屑床

平均要介護度 a,119 0.035 一〇
.aos o.osa 0.093

老軍人口に占める要介穫者割合 o.oss o.oso 0.198.. 0」234　事寧　　　　0.107

老犀人ロに占める要介護5割 合 0.169 o.iso.. 0.147写 0308　 寧寧　　　　0.且07

在宅要介護者に占める要介護5割 合 一〇
.032

一 〇
.015

一〇
,且OI

一 〇
.132零 o.ozo

施設入所要介謹者に占める要介護5割 合 一〇
.005 o.oso 一 〇

.028 0.039 一 〇
.ooi

単位介護老人福祉施設入居者あたり待機者数 0.046 o.isa. 0.量33* 0.123 0.亘58事

平成13年

単位老年人ロあたり施設入居者 ・病床数

介誕老人

禍祉施設

介護老人

保健施設

療 養 型

医療施設

3施 設

類型の和
一般病床

平均要介護度 一〇.194　 串霧 一 〇.063 一 〇
.oeo

一〇251　 零零　　　一〇」03

老年人口に占める要介護者割合 0,447ar 0.iss.. 0,067 0.435　 寧継　　　 0」46零

老隼人口に占める要介護5割 合 0.336 0.089 一〇
.ois 0,229　 ホ率　　　　 O。056

在宅要介護者に占める要介謹5割 合 一〇
.208　 傘事

一 〇
.105

一 〇
.ion

一〇296　 零寧　　　一 〇
.144　 寧

施設入所要介渡者に占める要介護5割 合 0.128 一 〇
.iia 一 〇.05亘 一 〇

.030
一 〇
.oos

単位介護老人福祉施設入居者あたり待機者数　　 一〇.230.. 一 〇.07s 一〇.063 一〇
.214　 激蹴　　　一 〇,038

絆 　　有意水準 且%

s　 　有:童水準5%

て正の相関が,単 位老年人ロあたり介護老人保健施設入

居者数に関 しては,老 年人口に占める要介護5割 合に対

して正の相関が,単 位老年人口あたり療養型医療施設

(医療型を含む)病 床数に関 しては,老 年人口に占める

要介護者割合と正の相関が,そ れぞれ認められた.

　平成13年 の単位老年人ロあたり介護老人福祉施設入

居者数に関 しては,老 年人ロに占める要介護者割合と比

較的強い正の相関が,老 年人ロに占める要介護5害II合と

弱い正の梱関が,在 宅要介護者に占める要介護5割 合,

単位介護老人福祉施設入居者あたり待機者数 と弱い負の

相関が,平 均要介護度と負の相関が認められた.単 位老

隼人口あたり介護老人保健施設入居者数に関 しては,老

年人口に占める要介護者割合と正の相関が認められた.

単位老年人口あたり3施 設類型の和に関 しては,老 年人

口に占める要介護者割合と比較的強 い正の相関が,老 隼

人口に占める要介護5割 合と弱い正の相関が,平 均要介

謹度,在 宅要介護者に占める要介護5割 合と蝋位老人福

祉施設入所者あたり待機者数 と弱い負の相関が,そ れぞ

れ認め られ た.

5.平 成11年 時点の要介護認定の伏況に着目した分析

結果(第4～6表)

　市町村の介護保険制度導入前後(平 成11年 と平成13

年)に おける要介謹認定の状況などの変化を検討するた

め,平 成11年 調査における要介護認定を受けた者の割

合,平 均要介護度および老年人口に占める要介護度5割

合が分析対象市町村の中で 「小さい(低 い)」,「中程度」,

「大きい(高 い)」か どうかという点に着目して,各 群に

含まれる市町村数が同数(85市 町村)と なるように3

群に分類 し,各 群での各種指憬の平均値を比較 した.

　平均要介護度に加えて,老 年人ロに占める要介護度5

割合も分類対象としたのは,① 全体としては平均要介護

度が高い方にシフ トしていても,個 々の自治体を見た場

合.要 介誕度5割 合が高 くなる場合 も低くなる場合 もあ

ると考えられること,② 平均要介護度と,老 年人口に占

める要介護度5割 合との間のSpearmanの 順位相関係
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数 は0.107(p=0.083)と,双 方の指標には明 らかな相

関は認められないことか ら,特 に要介護度5の 割合が増

えている市町村 と,全 体的に要介護度が高い方向に変化

している市町村との違いを見ることで,要 介護認定者の

状況をより詳細 に分析することができると考えたからで

ある.

1)平 成ii年 時点の老年人口に占める要介護認定を受

けた者に善目した分折(第4表)

　平成1L年 の老年人ロに占める要介護認定 を受けた者

の割合が小さい群,中 程度の群,大 きい群の3群 を比較

した場合,平 成ii年 および平成13年 の平均要介護度,

平成11年 および平成13年 の老年人口に占める要介謹

者割合,平 成11年 の老年人口に占め る要介護5割 合,

平成11年 および平成13年 の在宅要介謹者に占める要

介護5割 合,介 護保険料に関して有意水準1%で 有意差

が認められた.ま た平成11年 の施設入所要介誕者に占

める要介護5割 合に関 して有意水準5%で 有意差が認め

られた.平 成u年 では3群 間で差があるとされた老年

人口に占める要介護5割 合,施 設入所要介護者に占める

要介護5割 合に関 して,平 成 且3年では3群 間に有意差

を認めなかった.

2)平 成11年 の=i=均要介護度に着目した分析(第5表)

　平成11年 時点の平均要介護度が低い群,中 程度の群,

高い群の3群 を比較 した場合,平 成11年 の平均要介護

度,平 成11隼 の老年人口に占める要介護者割合,平 成

11隼 および平成13年 の老年人口に占める要介護5割

合,平 成U年 および平成13の 在宅要介護者にuめ る

要介護5割 合,=r一成11隼 の施設入所要介護者に占める

要介護5害1」合,平 成11年 および平成13年 の単位老年

人ロあたり介謹老人福祉施設入居者数に関 して有意水準

1%で 有意差が詔められ,ま た平成13年 の平均要介護

度に関 して有意水準5%で 有意差が認め られた.平 成

第4汲 　平成U年 時点の要介謹認定を受けた者の割合に着目した分析

H11認 定者　H　11認 定者

aio小 さい　割合中程度

Hl且 認定者　　　　　　 合計

割合大きい

Kruskal　 Wallis検 定

漸近有意確率

総人ロ 27,508 42,599 67,425 46,659 0.208

老年人口 4,946 7,170 10,448 7,632 a.zsx

老年人ロ(%) 2且.92 20.95 21.05 21.30 0.430

平成11年 2.19 1.87 1.83 1.96 0.000

平均要介護度
平成13年 2.38 2.32 2.24 2.3] 0.000掌 ‡

平成U年 0.22 且D.48 13.98 10.05 0.000>+
老年人口に占める要介渡者割合(%)

平成i3年 12.57 且2.79 14.28 13.25 0.000

F成 且1年 0.52 0.79 i.ai 0.78 0.000零 ‡

老年人口に占める要介護5割 合(%)
平成13fi 1.86 1.T4 1.87 1.83 0.且53

平成 且1年 9.7fi 5.26 4.41 6.40 0.000
在宅要介護者に占める要介護5割 合(%)

平成 皇3年 is.67 8.94 8.48 9.33 0.000..

平成u年 15.77 且2.32 15.29 14.49 0。02皇 宰

施設入所要介誕者に占める要介護5割 合(%)
平成13年 28.54 27.50 27.50 27.83 0.865

衛生暇と民生費の合計が一般崖出に占める割合(%)(平 成H隼)　 　 24.36 26.57 26.04 25.67 0.11星

平成U年 0.28 0.32 0.36 0.32 osaz
単位介瞳老人福祉施設入居者あたり待機者数

_}:成13準 0.67 0.7且 0.67 0.68 0.758

単位老無人口あたり介護老人簡祉施設入居

者数

平成L1年 O.OIS o.ais 0.017 0.016 0.687

平成13fl二 o.ois 0.016 0.019 o.oｻ oszs

単位老隼人口あたり介護保険iq従職員数(平 成u年) 0.95 o.7s 0.84 o.es 0.427

介護保険料 zsais 2714.3 2951.9 2756.9 0.000寧 寧

串串　有窓水準1%

零　 有意水準5%
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第5衷 　平成11年 時点のY均 要介瞳度に将目した分析

珊1平 均

覆介霞度低い

H11平 均　　　HI1乎 均　　　　　　　　　　　　合計

要介護中程度　要介鐘度高い

Kruskal　 Wallis検 建

漸近有意確串

絶人ロ 48,783 56,584　 　　　35.657　 　　　46,659 0.234

老年人ロ 7a13 8,769 6,427 7,632 0.17且

老年人ロ(%) 21.64 20.62 21.6且 2L30 0.606

平均要介護度
平成11年 t.54 1.90 2.39 且.96 0.000

平成13年 2.26 2.31 2.36 2.31 0.027串

平成u年 11.20 11.31 T.85 10.05 0.000

老年人ロに占める要介護者割合(%)
平成13年 izsi 13.35 13.47 13.25 0.572

平成n年 0.58 0.87 o.as 0.78 0.000xx

老隼人口に占める要介謹5割 合(%)
平成13年 1.66 1.82 1.99 1.83 0.000**

平成11年 3.23 5.36 10.21 fi.40 0.000++

在宅要介護者に占める要介護5割 合(%)
平成13年 8.65 9.且3 10,且2 9.33 o.oas.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成11年
施設入所要介護者に占める要介渡5割 合(%)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成

且3年

亘0.59 14.73 17.80 14.49 0.000鱒

27ρ7 27.58 26.76 27.83 0.330

衛生畷と民生貨のｰovtが一般畿出に占める割合(%)(平 成n隼)　 　 25.75 26.42 24.88 25.67 0.5且6

平成 且1年 0.33 0.31 0.32 0.32 0.972

単位介護老人福祉施設入屠者あたり待機者数
平成 且3年 0.78 0.65 osa 0.68 0.且96

単位老年人ロあたり介謹老人福祉施設入居

者数

平成11年 0.015 0.015 0.07 a.ois 0.006

平成13年 o.ois 0.016 0ρ19 α017 O.005零 宰

単位老年人ロあたり介謹保険専従駿員数(平 成u年) iots4 76.64 79.77 85.83 a.asa

介護保険料 2744.9 2790.7　 　　　2736.0　 　　　2756.9 asss

準寮　 有意水準1%

*　 有意水準5%

11年 では3群 間で差があるとされた老年人ロに占める

要介護者割合,要 介誕者に占める要介誕5割 合,平 成

11年 施設入所要介護者に占める要介護5割 合に関 して

は,平 成13年 では3群 間に有意差を認めなかった.

3)平 成11隼 の老年人ロに占める要介護5割 合に着目

した分析(第6表)

　平成11年 時点の老年人ロに占める要介謹5割 合が小

さい群,中 程度の群,大 きい群の3群 を比較 した場合,

平成11年 の平均要介護度,平 成11年 および平成13年

の老年人ロに占める要介護者割合,平 成11年 および平

成13年 の老年人口に占める要介護度5割 合,平 成13

年の在宅要介護者に占める要介蔑5割 合,平 成ll年 の

施設入所要介護者に占める要介護5割 合.平 成ii年 お

よび平成13年 の単位老年人口あたり介護老人福祉施設

入居者数,平 成ii年 の単位老年人ロあたり介謹保険専

従職員数,介 護保険料に関 して有意水準1%で 有意差が

認められた.ま た,平 成13年 の平均要介護度,平 成11

年および平成13年 の在宅要介護者に占める要介護5割

合に関 して有意水'VS　5%で 有意差が認められた.平 成

11年 では3群 間で差があるとされた施設入所要介護者

に占める要介謹5割 合に関 しては,平 成13年 では3群

間に有意差を認めなか った.

考　　察

i。 市町村規模 と介謹保険の迎営に関する考察

　本研究の本来の目的は市町村の適正な総人ロ規模を求

めることではない.し かし,こ の問題は効率的な介護保

険制度運営のための議論の基礎として重要であるので,

利用可能 なデータを用いて探求的に検討 した.
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第6表 　平成11年 時点の老年人ロに占める要介護5割 合に蔚目した分析

HI且要介護5　HIl要 介護5　HI]要 介護5　 　　　　　　　　　　　　　　　　合計

割合小さい　　割含中程度　　割合大きい

Kruskal　 Walli5検 定

漸近有意礪率

総人口 3-0,684 58,120　 　　　46.988 46.669 D.104

老年人ロ 5,773 8,803 8.222 7,632 o.ias

老年人ロ(%) 21.53 zo.ia 22.12 21.30 a.oss

平均要介護度
平成 里1年 1.85 iss 2.02 1.9fi 0.000率 寧

平成13fF 2.34 2.36 2.25 2.31 0.Ol2事

老年人口に占める要介護者割合(%)
平成u卑 7.01 9.93 12.8] 10.05 0.000

平成13隼 iz.za 且2.12 14.73 13.25 0.000事 串

老犀人ロに占める要介護5割 合(%)
平成1且 軍 0.35 0.75 1.18 0.78 0.000紳

平成13ff 1.76 1.71 iss isa 0.002串 串

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成u隼
在宅要介謹者に占める要介護5割 合(%)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成

L3年

6.28 6.88 6.07 6.40 0.02且 零

9.48 io.os 8S5 9.33 o.ois　 k

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成11年
施設入所要介謹者に占める要介護5割 合(%)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成13iF

且L65 14.01 17.40 14.49 0.000寧 寧

27.92 27.2fi 26.27 27.83 0』87

衛生費と民生費の合計が一般趨出に占める劃合(%)(平 成1[年)　 　 24.5且 26.43 26.03 25.67 0.154

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成ll隼
単位介謹老人福祉施設入居者あたり待機者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成

13郎

029 o.za 0.39 0.32 0.105

0.73 oat osi osa 0.129

単位老年人ロあたり介獲老人福祉施設入居

者数

平成11年 o.ois 0.0且3 0.018 o.ois 0,002鵜

平成13年 0.017 0.014 0,019 0.0且7 0.001it

単位老年人ロあたり介護保険専従職員数(平 成11年) i.07 0.75 0.77 0.86 o.oos串 串

介護保険料 2678.9 zsai.i　 　　　zszas 2756.9 0.000

..　 有意水準1%

宰　 有意水準5%

　市町村規模 とその効率性に関する過芸の研究では,財

政支出を極小化するという観点か ら最適人口規模として

20万 程度111,29万 程度111とする研究がある.ま た,介

誕分野に関 して地方 自治体および導門家か らの聴取を元

に,適 正な運営には少なくとも人ロ規模5万 人程度が必

要だとする研究lllなどもあるが,介 護保険の運営上の最

適人日規模を求めるための指標については,そ の存在の

有無を含めて明 らかではない.な お,人 ロその もの以外

にも,面 績や人0の 集中の問題など.考 慮すべき課題は

多い.,点にも留意する必要がある.

　仮に市町村に適正規模が存在するとすれば,① 単位老

年人日あr.り 資源投下墾,② 提供サービス量,③ 介謹の

必要の程度やサービスを必要とする者の数について,人

口規模と何らかの関係が見いだされることが期待される.

本研究のデータからは,単 一の目的変数を見いだせない

ため,各 種指標にっいて,ま ず人ロ規模との相関を調べ,

次に,人 口規模別に5群 に分けて各群の平均埴を比較す

ることにより,探 求的に市町村の適正規模に関する知見

を得ようと試みた.

　資源投下量を反映する指標としては,老 年人口あたり

介護保険専従職員数,衛 生費と民生費の和が一般歳出に

占める割合,介 護保険料が,提 供サービス量を反映する

指標としては,単 位老年人ロあたり施設整備状混(介 護

老人福祉施設入居者数,介 護老人保健施設入居者数など)

が,介 綬の必要の程度やサービスを反映する指標として

は,老 年人口に占める要介護5割 合や平均要介護度が,

それぞれ考え られるが,本 研究結果からは,市 町村規模

と介護保険制度運営に関する関係にっいて一定の知見が

得 られたものの,市 町村の適正規模を明 らかにするには

いたらなかった.

　人ロ2万 以上5万 未満の群において,平 成11年 の在

宅要介護者に占める要介謹5割 合および平成11年 の単
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位老年人口あたり療養型医療施設病床数にっいては最も

高い,と いう傾同が認められたが,第2表 下段で,人 口

2万 以上5万 未満の群では町と市の双方が含まれている

点 も考慮すると,こ の区分の特徴が人ロ規模という観点

のみから他の区分と異なった特徴を有するかどうかにつ

いては結論を得ることができなかうた.

2.介 護保険制度の導入が市町村に及ぼ した影響とその

背景

1)介 護保険制度の導入が市町村の介誕サービスの差に

及ぼ した影響

　市町村の要介護認定状況において,本 調査対象となっ

た265市 町村全体では,在 宅,施 設ともに要介護度が

より重度の方向にシフト(第1表,第1～2図)す る一

方,老 年人ロに占める要介護者割合,平 均要介護度,在

宅および施設入所要介獲者に占める要介護5割 合に関 し

て,標 準偏差が縮小 し,分 布がより大きい(高 い)方 向

にシフ トすると同時にぱらつきも小さくなyて いた(第

1表,第3～6図).さ らに.老 年人口に占める要介護

認定を受けた者の割合,平 均要介護度,老 年人口に占め

る要介護5割 合により市町村を3群 に分類 し,平 成13

年の各種指標を比較 した結果(第4～6表)か ら,介 護

保険制度導入により,市 町村の格差が平準化されたと考

えられる.こ の傾向ｫ,特 に平均要介護度で3群 に分類

した場合(第5表)で 顕著であった.こ れには,以 下の

ような市町村格差をより少な くするための システムが導

入された点が背景として考えられる.① 介護保険制度導

入以前の福祉制度における措置決定は,「 市町村が 『本

人の介護の必要性のほか,家 族や経済的な状況,地 域の

サービス状況等を総合的に判定する行為』であり,市 町

村に裁量が認められて」ISIいたが,介 護保険制度の導入

後は,要 介護認定制度が設けられたことにようて,介 護

の必要の程度という概念が 「要介護認定等基準時間」と

いう形で一元的に整理された.② 市町村別に第1号 被保

険者か ら保険料を集めることに加え,第2号 被保険者か

ら集めた保険料を全国 レベルでいったんプールし,市 町

村に介護給付費交付金を交付するとい う制度が設けられ

た.③ 調整交付金制度により,公 費か らの支援部分に関

して後期高齢者加入割合および所得段階別加入割合に基

づく調整がなされた.

　 ただ し,こ れ らの システムでは調整 しきれない リスク

や,市 町村独自の取 り組みによる結果 も反映されている

こと,ま た,老 年人口に占める要介護5割 合については

標準偏差が逆に大きくなっている点などに も注意する必

要がある.

2)介 護保険制度の導入 と施設整備状況

　介護保険制度導入前後で,単 位老年人口あたり施設入

居者数 ・病床数という市町村の施設彊備状況を表す指標

と,要 介誕者の状況を表す 各種指標との間の相関分折

(第3表)の 結果を見ると,有 意な相関を示す項 目が介

趣保険制度導入後に増加すると同時に,相 関を示してい

る項目に関 して,介 護保険制度からみた施設類型別の機

能と矛盾 していない点 は,介 護保険制度導入の効果を示

唆する結果として注 目される.

　具体的には,以 下の点が挙げられる.① 老年人ロに占

める要介護者割合は,平 成11年 には,単 位老年人ロあ

たり療養型医療施設病床数と相関を示 し,介 護老人福祉

施設や介謹老人保健施設とは明 らかな相関を示さなか っ

たが,介 護保険制度導入後には,介 護老人福祉施設,介

護老人保健施設 といった,よ り介護サービスに特化 した

施設の整備状況 と相関を示 し,療 養型医療施設の整備状

況 とは明 らかな相関を示さなくなった.② 介謹保険制度

導入後に,介 護老人福祉施設の整備の進んでいる市町村

では,平 均要介護度,在 宅要介護者に占める要介護5割

合,単 位介護老人福祉施設入居者あたり待機者数が少な

くなるという傾向が示唆された.③ 介護保険制度導入後,

要介護者のうち介護度の高い(要 介謹5の)者 が多い市

町村ほど3施 設類型の うち特に介護老人福祉施設の略備

状況と相関が強いという傾向が示唆された.

　 ただ し,本 研究結果では,療 養型医療施設の病床数を

介誕型と医療型に分類 していない点,ま た,介 護予防そ

の他の施設整備以外の活動の影響にっいては明 らかにで

きない点 には注意する必要がある.

3)介 護保険制度導入後の変化とその要因に関する考察

　介鍾保険制度の導入後の市町村の格差の平準化にっい

て,平 成ll年 時点の老年人ロに占める要介護認定を受

けた者の割合(第4表),老 年人ロに占め る要介護5割

合(第6表)に 着目して考察する.

　 平成11年 の時点で要介誕認定を受けた者の割合が多

い市町村では.平 成11年 の老年人口に占める要介護5

割合が高いにもかかわ らず,平 成11年 の平均要介護度

は低い.す なわち,介 護の程度が高い者と低い者の双方

ともサービスの対象者になっているものの,よ りサービ

スの程度の低い者にサービス提供が行われていると考え

られる.ま た,平 成n年 の在宅要介誕者に占める要介

護5割 合は低い.こ れは,要 介護度が高い者が施設に集

中 し,介 護の程度の低い者は在宅で介謹を受けていると

いう実態を示 しているものと考え られる.

　 平成11隼 時点の老年人ロに占める要介護5割 合に巷

目した分析からは,平 成11隼 における老年人口に占め
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る要介護5割 合の大小に基づ く3分 類に基づ く平成ll

年時点での各種指標の傾向と,平 成13年 時点での各種

指標の傾向が若干異なっている点が注目される。たとえ

ば,平 均要介踵度は.平 成11年 には,.老 年人口に占め

る要介護5割 合が多い市町村ほど高い傾向にあったが,

平成13年 には,老 年人口に占める要介護5割 合が大き

い市町村の伸びが他に比較 して小さかった.ま た,老 年

人ロに占める要介護5割 合も、平成11年 には,老 年人

口に占める要介護5割 合が多い市町村ほど高い傾向にあっ

たが,平 成13年 には,老 年人ロに占める要介護5割 合

が低い市町村が大きく上昇した.

　全国の要介護者の真の出現率に地域差がそれほどない

と仮定すれば,老 年人口に占める要介護5割 合は,介 護

サービスへのアクセスを表す指標となりうるものと考え

ることができる.平 成n年 時点の老年人ロに占める要

介獲5割 合が大きい市町村において平均要介護度が他の

群に比べて大きく上昇 しなかったことはサービスへのア

クセスが確保されていた市町村の介護保険制度導入によ

る効果を示唆する所見として注目される.老 年人ロに占

める要介護5割 合が,平 成11年 における老年人口に占

める要介護5割 合が小さい市町村で増加が大きかったの

は,介 護保険制度の導入にようて,従 来はアクセスが少

なかった市町村でのアクセスが改善 したという解釈 も可

能であろう.

　介護保険導入前後の変化の背景としては,① 高齢者の

健厳状態が全体として急激に変化 した,② 介護サービス

利用のための認定基準が変化した,③ これまで病院に入

院 していた者が,介 讃保険制度導入に伴って,医 療サー

ビスから介謹サービスにシフトした,④ 介誕保険制度の

導入に伴ってサービスへのアクセスが容易になり,m

増にっなが うた,と いった可能性が考えられる.

　 このうち,高 齢者の健康状態が全国レベルで急激に変

化するということは通常は考え難く,ま た,死 亡統計や

疾病統計か らもこのような事象は観察されていない.ま

た,認 定基準の変化については,仮 に制度導入時点で市

町村において不慣れな部分があったとしても,全 体とし

ては一律の基準で行われたと考える方が自然である.

　医療サービスから介護サービスへのシフトについては,

医療の必要の程度と介誕の必要の程度とが必ずしも一致

せず,医 療費と介護費に関する個別データの入手も困難

であることから直接的な証明は難 しい、一方,申 請増に

関 しては,仮 に,も し介護サービスの利用拡大が,m

増によるものが主であうたとすれば,よ り要介護度の低

い者の割合が増加するはずである.本 調査対象の265

市町村では平均要介誕度は制度の導入前後でより高くなっ

ているものの,全 国的には要介護度の低い者の割合が制

度導入後に高まってきている161ことか らは,サ ービスの

利用の裾野の拡大が示されているものと考える.

　今後のサービス利用量の予測を行 う上では,介 護サー

ビスの利用状況が,地 域におけるサービス供給体制に加

えて家族の状況が影響を与えているとする研究ID+IBIや,

介議保険制度によるサービスを利用するにあたっては,

まず私的支援が活用され,私 的支援の限界を超えて初め

て公的サービスの使用が行われるとの報告pも あること

から,本 研究では取 り上げることができなかうた様々な

要因についての考慮が必要であると考えられる.

4。 本研究の限界

　最後に,本 研究の限界にっいて3点 触れておきたい.

　第1に,分 析対象となった265市 町村が全国の傾向

を正確に反映 していない可能性がある、分析対象となっ

た265市 町村は,質 問票を送付 した3252市 町村の8.1

%で あり,総 人ロ,老 年人ロ割合,介 護保険料について

分析対象 とそれ以外の市区町村で比較検討 したところ,

265市 町村の老年人口割合は全国平均に比較 して有意に

低かった,ま た,265市 町村では介護保険制度 の導入後

に平均要介護度が上昇 しており,全 国と逆の傾向を示 し

ていた.さ らに,全 国データでは平成11年is月 末に

おける要介護認定者数は8.7万zn,平 戚13年 調査で報

告を求めている平成13年9月 末の要介護認定者数は

275.9万 人nと なっており,こ の数値に比較す ると,本

研究の265市 町村における認定者数の拡大は極めて小

さかった.本 研究は,2年 の間隔をおいて行った2回 の

調査にどちらも回答 し,か っ,平 成H年 時点で要介護

認定を開始 している市町村であることか ら,介 謹対策が

より進んでいる市町村の状況を反映 した結果となってい

る可能悔がある.

　第2に,本 研究では平成11年 と平成13年 の結果を

比較 しているが,介 護保険の導入の効果が現れるために

は,平 成13年 では早すぎた可能性がある.こ れには,

平成12隼4月 の制度開始以降にも,保 険料の徴収猶予

や,短 期人所サービスの限度枠の扱いの変更などがあっ

た影響 も含まれる.ま た,要 介誕認定は介護保険導入に

伴って新たに導入されたシステムであるため,特 に平成

11隼 に関 しては要介護認定 システムへの慣れの問題が

生 じた可能性がある.要 介護認定にあたっては,異 なる

評定者間で一致 した桔論を得ることがt要 であるが,そ

のためには十分な研修が必要29である点にも留意が必要

である.

　第3に,介 護保険制度の効渠について検証するにあたっ
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ては,介 謹サービスの利用によって利用者の要介護度の

改善,ま たは維持にどのような効果があったかを評価す

ることも重要であるが,本 研究では検討 されていない.

今後の研究の発展がさらに待たれる分野であるが,介 護

保険制度の導入によって,今 後は,要 介護度 という全国

一律の尺度が定期的に測定されることとなり,ケ アプラ

ンの分折ともあわせて,高 齢者の自然経過,介 穫サービ

スによる介入と機能予後に関 しての前向き研究が可能と

なるなど,い っそう研究が進む ことが期待される.

総　　括

　介護保険導入前後での要介護認定状況の変化とその特

徴などについて明らかにすることを目的 として,平 成

11年 および平成 且3年の1重 月に全国の全市区町村の介

護保険担当者 に対 して行 った質問票調査の結果を分析 し

た,分 析対象とな うたのは双方に正 しく回答 した265

市町村(8.1%)で ある.調 査票か ら得 られた市町村ご

との要介護認定状況に関するデータに加え,医 療施設調

査など既存の調査データも分折に用 いた,そ の結果,平

成11年 に対 して平成13隼 では,要 介護者の状況に関

して市町村格差が縮小する傾向を示 した.ま た,単 位老

年人ロあたり施設入居者数 ・病床数 と要介護者の状況を

表す各種指標との相関が,介 護保険制度導入後により強

まるなど,介 護保険制度からみた施設類型別機能がより

明確になってきたことを示唆する所見が得 られた.こ れ

らの背景には,介 誕の必要の程慶 という厩念が 「要介誕

認定等基準時間」という形で一元的に整理されたこと,

介護給付費交付金制度が設けられたこと,な どの制度的

な背景が考えられる.さ らに,介 護保険制度の導入によっ

て,従 来は介護関連サービスの利用が少なかった市町村

におけるサービスへのアクセスが改 善した可能性が示唆

された.以 上の結果より,介 護保険制度導入前後の市町

村の変化と,制 度導入の効果の一端を示すことができた

ものと考えられる.
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